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１　概　　況

（１） 総括事項

ハ 経営状況

令和３年度鎌ケ谷市下水道事業報告書

イ 事業の実績

ロ 整備事業

　本市の下水道事業は、印旛沼、手賀沼、江戸川左岸の流域下水道の関連公共下水道と
して、市域面積2,108haのうち1,732haを全体計画区域として定め、衛生的で快適な生活
環境の向上などを目的とした公共下水道の未普及地域への整備を進めております。
　しかしながら、３流域の最上流部に位置する地域的特性もあり、多くの未整備地域を
残していることから、今後の未普及解消が課題となっています。また、整備開始から40
年以上が経過しており、下水道施設の維持管理費の増大が懸念されております。
　令和３年度の下水道事業は、整備においては南初富地域・道野辺地域・道野辺中央地
域などの汚水面整備を実施したほか、災害用マンホールトイレの整備を実施しました。
　施設管理においては施設修繕の実施のほか、ストックマネジメント計画に基づき下水
道施設の点検調査をしました。計画的な修繕・改修を進めていくために引き続き点検調
査を実施します。

令和３年度末の整備済面積は約667ha、処理区域内人口は75,371人となり、前年度と
比べ整備面積で約3ha、処理区域内人口では550人増加となりました。
　これにより令和３年度末時点での普及率は68.7％となり、前年度から0.7ポイント増
加となりました。
　年間有収水量は6,240,428㎥となり、前年度と比べ14,158㎥の減少となりました。
　この結果、下水道使用料決算額は1,076,259,856円（税込）となりました。

管渠整備等に係る建設改良費決算額は、687,145,805円（税込）となりました。
整備については、主に手賀沼処理区、江戸川左岸処理区の整備を推進するとともに、

隣接市との共有管整備に係る負担金の支出を行うなど、未普及対策を図りました。
　また、令和３年度では災害時に避難所となる鎌ケ谷小学校へのマンホールトイレの設
置を行い、避難所の環境の整備を図りました。鎌ケ谷小学校への整備により、鎌ケ谷市
下水道総合地震対策計画に基づく市内小中学校６校への整備が完了しました。

①収益的収入及び支出（消費税及び地方消費税抜き）
本年度の損益については、総収益1,821,735,291円に対し、総費用1,582,756,519

円となり、差し引き238,978,772円の当年度純利益となりました。
　収益の内訳は、営業収益996,188,807円、営業外収益757,301,987円、特別利益68,
244,497円でした。
　次に費用については、営業費用1,492,765,180円、営業外費用89,988,480円、特別
損失2,859円でした。
②資本的収入及び支出（消費税及び地方消費税込み）
本年度の資本的収支の状況については、資本的収入771,562,882円に対し、資本的

支出1,418,230,441円となり、資本的収入から前年度充当財源額33,500,000円及び翌
年度充当財源54,664,000円を除くと734,831,559円の収支不足となりました。
　この収支不足額は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額38,708,691
円、過年度分損益勘定留保資金158,230,176円及び当年度分損益勘定留保資金355,19
2,692円で補てんしました。
　なお、不足する額182,700,000円は、同意済企業債の未発行分をもって翌年度に措
置するものとします。
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道施設の点検調査をしました。計画的な修繕・改修を進めていくために引き続き点検調
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令和３年度末の整備済面積は約667ha、処理区域内人口は75,371人となり、前年度と
比べ整備面積で約3ha、処理区域内人口では550人増加となりました。
　これにより令和３年度末時点での普及率は68.7％となり、前年度から0.7ポイント増
加となりました。
　年間有収水量は6,240,428㎥となり、前年度と比べ14,158㎥の減少となりました。
　この結果、下水道使用料決算額は1,076,259,856円（税込）となりました。

管渠整備等に係る建設改良費決算額は、687,145,805円（税込）となりました。
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隣接市との共有管整備に係る負担金の支出を行うなど、未普及対策を図りました。
　また、令和３年度では災害時に避難所となる鎌ケ谷小学校へのマンホールトイレの設
置を行い、避難所の環境の整備を図りました。鎌ケ谷小学校への整備により、鎌ケ谷市
下水道総合地震対策計画に基づく市内小中学校６校への整備が完了しました。

①収益的収入及び支出（消費税及び地方消費税抜き）
本年度の損益については、総収益1,821,735,291円に対し、総費用1,582,756,519

円となり、差し引き238,978,772円の当年度純利益となりました。
　収益の内訳は、営業収益996,188,807円、営業外収益757,301,987円、特別利益68,
244,497円でした。
　次に費用については、営業費用1,492,765,180円、営業外費用89,988,480円、特別
損失2,859円でした。
②資本的収入及び支出（消費税及び地方消費税込み）
本年度の資本的収支の状況については、資本的収入771,562,882円に対し、資本的

支出1,418,230,441円となり、資本的収入から前年度充当財源額33,500,000円及び翌
年度充当財源54,664,000円を除くと734,831,559円の収支不足となりました。
　この収支不足額は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額38,708,691
円、過年度分損益勘定留保資金158,230,176円及び当年度分損益勘定留保資金355,19
2,692円で補てんしました。
　なお、不足する額182,700,000円は、同意済企業債の未発行分をもって翌年度に措
置するものとします。
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（２） 経営指標に関する事項

＜経営指標の推移＞

（３） 議会議決事項

（４） 職員に関する事項

※職員数の欄の（）内は、再任用短時間勤務職員を外書き

資本勘定

事務職

技術職

計

令和3年6月25日

議案第12号
令和２年度鎌ケ谷市下水道事業会計決算の認
定について

△1

△1

－

－

－

－

管渠老朽化率

－－－

有形固定資産減価償却率

議案番号 議　決　事　項 提出年月日 議決年月日

（％）

令和3年度令和2年度令和元年度平成30年度平成29年度

※下水道事業会計は令和2年度から公営企業会計へ移行したため、移行以前の数値との比較ができない
ことから「－」としております。

経常収支比率

区　　分
令和３年度末現在

職員数
令和２年度末現在

職員数
増　　減

損益勘定

人 人 人

事務職

技術職

計

　経営の健全性を示す経常収支比率は、有収水量の減少に伴い下水道使用料が減少と
なったものの、歳出の抑制や過去に借入れた企業債に係る利子償還金など費用の減少に
より110.8％となり、前年度から1.8ポイントの増となりました。
　健全経営の水準とされる100％を上回っておりますが、一般会計からの繰入金を受け
入れている状況であり、今後見込まれる維持管理費用の増加に対応していくため、引き
続き健全経営に努めて事業を進めてまいります。
　また、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は6.3％（前年
度から3.1ポイント増）、耐用年数を経過した管渠延長の割合を示す管渠老朽化率は0％
となりました。
　本市では令和３年度末時点で耐用年数を迎えた管渠が無いことから、他市と比較し低
水準となっております。

令和3年9月2日 令和3年9月28日

議案第13号 令和４年度鎌ケ谷市下水道事業会計予算 令和4年2月17日 令和4年3月11日

議案第５号
令和３年度鎌ケ谷市下水道事業会計補正予算
（第１号）

令和3年6月10日

－

－
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２　工　　事

（１）　建設工事の概況

（２）　改良工事の概況

開削φ200㎜　Ｌ＝365.0ｍ

開削φ200㎜　Ｌ＝106.1ｍ

開削φ200㎜　Ｌ＝189.7ｍ

開削φ200㎜　Ｌ＝368.1ｍ
推進φ200㎜　Ｌ＝83.1ｍ

開削φ200㎜　Ｌ＝102.5ｍ

開削φ200㎜　Ｌ＝104.0ｍ
推進φ200㎜　Ｌ＝62.8ｍ

開削φ450㎜　Ｌ＝22.9ｍ
マンホールトイレ　10基

公共桝　6箇所
取付管　6箇所

公共桝　1箇所
取付管　1箇所

公共下水道取付管推進工事

減災対策（鎌ケ谷小学校マンホールト
イレ）工事

公共下水道枝線（第Ｒ03904工区）工
事

公共下水道枝線（第Ｒ03903工区）工
事

公共下水道枝線（第Ｒ03902工区）工
事

公共下水道枝線（第Ｒ03901工区）工
事

公共下水道枝線（第Ｒ03705工区）工
事

公共下水道枝線（第Ｒ02601工区）工
事

公共下水道枝線（第Ｒ03704工区）工
事

開削φ200㎜　Ｌ＝163.4ｍ

該 当 な し

公共下水道取付管推進工事（その２）

工　事　内　容工　事　名

公共下水道枝線（第Ｒ03701工区）工
事

開削φ200㎜　Ｌ＝222.9ｍ

公共下水道枝線（第Ｒ03706工区）工
事

開削φ200㎜　Ｌ＝197.0ｍ
推進φ200㎜　Ｌ＝3.6ｍ

公共下水道枝線（第Ｒ03707工区）工
事

開削φ200㎜　Ｌ＝222.2ｍ
推進φ200㎜　Ｌ＝108.1ｍ

公共下水道枝線（第Ｒ03708工区）工
事

開削φ200㎜　Ｌ＝51.6ｍ
推進φ200㎜　Ｌ＝10.0ｍ

公共下水道枝線（第Ｒ03801工区）工
事

開削φ200㎜　Ｌ＝98.1ｍ

公共下水道枝線（第Ｒ03802工区）工
事

開削φ200㎜　Ｌ＝67.5ｍ

公共下水道枝線（第Ｒ03803工区）工
事

開削φ200㎜　Ｌ＝21.1ｍ
推進φ200㎜　Ｌ＝7.0ｍ

公共下水道枝線（第Ｒ03702工区）工
事

開削φ200㎜　Ｌ＝268.2ｍ
推進φ200㎜　Ｌ＝20.6ｍ

公共下水道枝線（第Ｒ03703工区）工
事

開削φ200㎜　Ｌ＝408.1ｍ
推進φ200㎜　Ｌ＝4.5ｍ

推進

411.1ｍ

198.2ｍ

23.8ｍ

1.8ｍ150㎜
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（金額：消費税及び地方消費税込み）

令和3年6月28日

令和4年1月12日 施工中
建設改良費繰越
（令和３年度）

令和4年1月4日

令和3年6月28日 令和3年10月29日

令和3年8月19日

令和3年10月22日 施工中
建設改良費繰越
（令和３年度）

令和3年10月27日 施工中
建設改良費繰越
（令和３年度）

令和3年5月12日 令和3年8月5日
建設改良費繰越
（令和２年度）

令和3年11月24日 令和4年1月27日

令和3年10月20日

令和3年5月24日 令和3年10月15日

竣工年月日 備 考

令和2年9月23日 令和3年6月28日
建設改良費繰越
（令和２年度）

金　　額 着工年月日

円

令和3年6月7日

令和3年11月24日 令和4年3月18日

令和3年10月4日 令和4年3月3日

令和4年1月12日 施工中
建設改良費繰越
（令和３年度）

令和3年5月24日 令和3年8月4日

令和3年10月4日 令和3年12月24日

令和3年12月6日 令和4年3月14日

令和3年10月29日

令和3年8月2日 令和4年1月31日

令和3年8月19日 令和4年3月10日
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（３） 保存工事の概況
（金額：消費税及び地方消費税込み）

公共下水道管理用地維持工事 1箇所

金　　額工　事　内　容 箇所数 備 考

公共下水道人孔上部補修工事 15箇所

円

公共下水道維持工事 1箇所

東中沢ポンプ施設維持工事 1箇所
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３　業　　務

（１）　業務量

人 人 人 ％

人 人 人 ％

％ ％ ％

㎥ ㎥ ㎥ ％

（２）　事業収入に関する事項

（金額：消費税及び地方消費税抜き）

（３）　事業費に関する事項

（金額：消費税及び地方消費税抜き）

営業収益

％

△0.4%

増 減 率
令和２年度末現在令和３年度末現在区　　分

対前年度比較

増　減

構成
比率 金　額

構成
比率

年間有収水量 △14,158 △0.2

行政区域内人口(A)

処理区域内人口(B)

普及率(B)/(A)

△280 △0.3

区　　分
令和３年度 令和２年度 対前年

度比較金　額

―

円 ％ 円

その他営業収益

ポンプ場費

管渠費

営業費用

区　　分

補助金

長期前受金戻入

計

雑収益

％

△2.1%

△31.0%

△19.8%

％

△1.2%

対前年
度比較金　額

△25.1%営業外費用

減価償却費

△93.6%

△35.2%

△14.8%

△3.7%

令和３年度 令和２年度

金　額
構成
比率

構成
比率

％円％円

△100.0%

皆減

計

その他特別損失

特別損失

雑支出

過年度損益修正損

支払利息

△5.1%

△0.4%

他会計負担金 △4.9%

下水道使用料

営業外収益 △2.6%

総係費

流域下水道維持管理負担金

他会計負担金 △10.2%

その他特別利益 皆減

特別利益

過年度損益修正益 皆増

0.4

0.9

14.0
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４　会　　計

（１）　重要契約の要旨

イ　工事請負契約（建設工事）（1,000万円以上） （契約金額：消費税及び地方消費税込み）

ロ　工事請負契約（改良工事）（1,000万円以上）

ハ　工事請負契約（保存工事）（1,000万円以上）

二　委託契約（1,000万円以上） （契約金額：消費税及び地方消費税込み）

那須設計工務株式会
社

契約の相手方 備　考

該 当 な し

該 当 な し

令和3年8月12日
ストックマネジメント点検・
調査委託

株式会社ウォシュマ
ン

令和3年8月18日
公共下水道枝線（第Ｒ０３７
０３工区）工事

永井建設株式会社

令和3年7月30日
公共下水道枝線（第Ｒ０３７
０２工区）工事

サンキ建設工業株式
会社

契約金額 契　約　件　名 契約の相手方 備　考

令和3年6月4日
公共下水道枝線（第Ｒ０３７
０１工区）工事

目黒建設総業株式会
社

契約年月日

円

令和3年5月21日
公共下水道枝線（第Ｒ０３７
０４工区）工事

細野土木興業株式会
社

令和4年1月11日

令和3年10月21日
公共下水道枝線（第Ｒ０３９
０２工区）工事

小池建設株式会社

令和3年6月25日
公共下水道枝線（第Ｒ０３９
０１工区）工事

永井建設株式会社

公共下水道枝線（第Ｒ０３９
０３工区）工事

小池建設株式会社

公共下水道枝線（第Ｒ０３９
０４工区）工事

永井建設株式会社

令和3年5月11日
減災対策（鎌ケ谷小学校マン
ホールトイレ）工事

令和3年4月1日 公共下水道管渠清掃委託
株式会社ウォシュマ
ン

単価契約

令和3年5月6日
公共下水道全体計画変更に係
る基本検討業務委託

中日本建設コンサル
タント株式会社鎌ケ
谷事務所

令和3年6月25日
公共下水道枝線（第Ｒ０３７
０５工区）工事

那須設計工務株式会
社

令和3年11月22日
公共下水道枝線（第Ｒ０３７
０６工区）工事

サンキ建設工業株式
会社

令和3年10月1日
公共下水道枝線（第Ｒ０３７
０７工区）工事

田中建設工業株式会
社

令和3年5月21日
公共下水道枝線（第Ｒ０３８
０１工区）工事

細野土木興業株式会
社

円

契約年月日 契約金額 契　約　件　名

令和3年10月26日
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（２）　企業債及び一時借入金の概況

イ　企業債の概況

ロ　一時借入金の概況

（３）　その他会計経理に関する重要事項

当 年 度 償 還 高

円

該 当 な し

当 年 度 末 残 高

該 当 な し

前 年 度 末 残 高

当 年 度 借 入 額

項　　　　　目 金　　　　　額 備　　　　　考
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５　そ の 他

他会計負担金等の不課税収入の使途の特定は下記のとおり行った。

企業債

企業債

他会計出資金

他会計出資金

国庫補助金

国庫補助金

負担金

受益者負担金

資本的収入

営業収益

他会計負担金

営業外収益

補助金

長期前受金戻入

合 計

円 円

下水道事業収益

円 円 円

区 分
不課税収入
総 額

不課税収入の
うち消費税法
施行令第 条
第 ～ 号によ
り特定収入以
外となる収入

消費税法基本
通 達

ロで使途
の特定を行う
不 課 税 収 入

使 途 の 特 定

課税仕入れ
以外充当額

課税仕入れ
充 当 額

他会計負担金

2(2) で 使 途
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（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　 当年度純利益

　　 減価償却費

　　 退職給付引当金の増減額（△は減少）

　　 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,259,773

　　 賞与引当金の増減額（△は減少）

　　 法定福利費引当金の増減額（△は減少）

　　 長期前受金戻入額 △491,950,736

　　 支払利息

　　 未収金の増減額（△は増加）

　　 未払金の増減額（△は減少） △58,075,075

　　 その他流動負債の増減額（△は減少）

　　　　 小　計

　　 利息の支払額 △88,979,525

　　 業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　 有形固定資産の取得による支出 △539,661,702

　　 無形固定資産の取得による支出 △83,354,517

　　 補助金等による収入

　　 負担金等による収入

　　 投資活動によるキャッシュ・フロー △464,602,242

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　　 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △721,200,136

　　 その他の企業債の償還による支出 △9,884,500

　　 他会計からの出資による収入

　　 財務活動によるキャッシュ・フロー △138,037,636

　　 資金増加額（又は減少額） △23,403,682

　　 資金期首残高

　　 資金期末残高

令和３年度鎌ケ谷市下水道事業キャッシュ・フロー計算書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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（１）収　　益

収　　益　　費　　用

節項 目款

手数料

過年度損益修正益

雨水処理負担金

下水道使用料

下水道事業収益

営業収益

下水道使用料

他会計負担金

その他営業収益

営業外収益

特別利益

他会計負担金

その他雑収益

受贈財産評価額

過年度損益修正益

負担金

雑収益

補助金

国庫補助金

一般会計負担金

国庫補助金

長期前受金戻入

一般会計補助金
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（税抜）

　　明　　細　　書

備　　　　　　　　考
円

金　　　額

指定工事店登録手数料

過年度流域下水道維持管理負担金返還金

延滞金

その他雑収益

雑入

防災・安全交付金
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（２）費　　用

下水道事業費用

流域下水道維持管理
負担金

款 項 目 節

光熱水費

管渠費

営業費用

通信運搬費

委託料

工事請負費

ポンプ場費

負担金

通信運搬費

光熱水費

委託料

工事請負費

保険料

総係費

負担金

報酬

手当

給料

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

法定福利費

旅費

退職給付費
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（税抜）

円

金　　　額 備　　　　　　　　考

公共下水道施設等補修委託

公共下水道管渠清掃委託

管渠等補修工事

排水施設維持管理委託

共有管維持管理負担金

排水施設維持管理委託

公共下水道管渠清掃委託

管渠等補修工事

自家用電気工作物点検委託

流域下水道維持管理負担金

パートタイム会計年度任用職員報酬

地域手当

管理職手当

扶養手当

期末手当

時間外勤務手当

通勤手当

勤勉手当

休日・夜間勤務手当

住居手当

児童手当
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款 項 目 節

負担金

修繕費

通信運搬費

委託料

保険料

減価償却費

貸倒引当金繰入額

無形固定資産減価償却費

有形固定資産減価償却費

印刷製本費

手数料

賃借料

備消品費

光熱水費

燃料費

公課費

研修費
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（税抜）

円

金　　　額 備　　　　　　　　考

日本下水道協会負担金

上下水道使用料徴収システム開発負担金（債務
負担行為）

下水道使用料徴収業務委託

流域下水道協議会負担金

下水道使用料等事務連絡協議会負担金

下水道台帳整備委託

ストックマネジメント点検調査委託

下水道事業会計指導業務委託

受益者データ整備委託

公共下水道施設等調査委託

受益者負担金業務電算委託

廃棄物処理委託

受益者データ管理システム

公営企業会計システム

基幹系端末賃借料

受益者負担金消込システム

パソコン使用料

備品購入費

消耗品費

下水道管埋設使用料

自動車重量税
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款 項 目 節

支払利息

営業外費用

企業債利息

特別損失

過年度損益修正損

過年度損益修正損

その他雑支出

雑支出
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（税抜）

円

金　　　額 備　　　　　　　　考

流域下水道事業債

公共下水道事業債

特定収入等に係る課税仕入の消費税及び地方消
費税

下水道事業債（特別措置分）

公営企業会計適用債

資本費平準化債
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（１）有形固定資産明細書

円 円 円 円

（２）無形固定資産明細書

円 円 円 円

（３）投資その他資産明細書

円 円 円 円

年度末現在高当年度減少額当年度増加額年度当初現在高資産の種類

土 地

機 械 及 び 装 置

構 築 物

建 物

固　　定　　資　　産

計

施 設 利 用 権

当年度減価償却高当年度減少額当年度増加額年度当初現在高資産の種類

工具、器具及び備品

建 設 仮 勘 定

資産の種類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高

計

借 地 権

計

そ の 他 投 資

地 上 権
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円 円 円 円

円

備　　考年度末償却未済高
減価償却累計額

当年度増加額 当年度減少額 累　計

　　明　　細　　書

年度末現在高 備　　考

備　　考
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当 年 度
償 還 高

償 還 高
累 計

円 円 円 円

平成4年5月27日

平成4年5月27日

平成5年5月28日

平成5年5月28日

平成6年5月27日

平成6年5月27日

平成6年4月28日

平成6年4月28日

平成6年4月28日

平成6年10月31日

平成6年11月15日

平成7年5月26日

平成7年5月30日

平成7年4月28日

平成7年4月28日

平成7年4月28日

平成8年5月27日

平成8年5月30日

平成8年4月30日

平成8年4月30日

平成8年4月30日

平成8年7月30日

平成9年5月26日

平成9年5月26日

平成9年4月30日

平成9年4月30日

平成9年4月30日

平成10年5月25日

企 業 債 明 細 書

建

設

改

良

費

等

の

財

源

に

充

て

る

た

め

の

企

業

債

発 行 総 額発 行 年 月 日
種
類

償 還 高
未 償 還 残 高

― 464 ―



償還期間
左のうち
据置期間

借 入 先

円 ％

令和4年3月25日 30年 5年 その他運用部（旧運用部資金）

令和4年3月25日 30年 5年 その他運用部（旧運用部資金）

令和5年3月25日 30年 5年 その他運用部（旧運用部資金）

令和5年3月25日 30年 5年 その他運用部（旧運用部資金）

令和6年3月25日 30年 5年 その他運用部（旧運用部資金）

令和6年3月25日 30年 5年 その他運用部（旧運用部資金）

令和4年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和4年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和4年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和6年9月25日 30年 5年 その他運用部（旧運用部資金）

令和4年9月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和7年3月25日 30年 5年 その他運用部（旧運用部資金）

令和7年3月31日 30年 5年 郵政公社資金（簡易保険）

令和5年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和5年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和5年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和8年3月25日 30年 5年 その他運用部（旧運用部資金）

令和8年3月31日 30年 5年 郵政公社資金（簡易保険）

令和6年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和6年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和6年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和6年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和9年3月25日 30年 5年 その他運用部（旧運用部資金）

令和9年3月25日 30年 5年 その他運用部（旧運用部資金）

令和7年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和7年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和7年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和10年3月25日 30年 5年 その他運用部（旧運用部資金）

企 業 債 明 細 書

備 考
償 還 終 期利 率発 行 価 額
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当 年 度
償 還 高

償 還 高
累 計

円 円 円 円

平成10年5月25日

平成10年4月30日

平成10年4月30日

平成10年4月30日

平成11年4月30日

平成11年4月30日

平成11年4月30日

平成11年5月25日

平成11年11月10日

平成12年5月19日

平成12年5月19日

平成12年5月19日

平成12年5月26日

平成12年11月30日

平成12年11月30日

平成13年5月8日

平成13年5月8日

平成13年5月21日

平成13年5月8日

平成14年3月25日

平成14年5月20日

平成14年5月20日

平成14年5月20日

平成14年5月20日

平成15年3月18日

平成15年3月28日

平成15年5月20日

平成15年5月20日

平成15年5月26日

平成15年5月20日

建

設

改

良

費

等

の

財

源

に

充

て

る

た

め

の

企

業

債

未 償 還 残 高
種
類

発 行 年 月 日 発 行 総 額
償 還 高
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償還期間
左のうち
据置期間

借 入 先

円 ％

令和10年3月25日 30年 5年 その他運用部（旧運用部資金）

令和8年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和8年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和8年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和9年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和9年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和9年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和11年3月25日 30年 5年 その他運用部（旧運用部資金）

令和11年9月25日 30年 5年 その他運用部（旧運用部資金）

令和10年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和10年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和10年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和12年3月25日 30年 5年 その他運用部（旧運用部資金）

令和12年9月25日 30年 5年 その他運用部（旧運用部資金）

令和10年9月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和11年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和11年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和13年3月25日 30年 5年 財政融資資金

令和11年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和14年3月1日 30年 5年 財政融資資金

令和12年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和12年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和14年3月25日 30年 5年 財政融資資金

令和12年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和15年3月1日 30年 5年 財政融資資金

令和13年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和13年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和13年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和15年3月25日 30年 5年 財政融資資金

令和13年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

発 行 価 額 利 率 償 還 終 期
備 考
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当 年 度
償 還 高

償 還 高
累 計

円 円 円 円

平成15年10月27日

平成15年10月30日

平成16年5月20日

平成16年5月27日

平成16年5月20日

平成16年5月27日

平成17年5月27日

平成17年5月27日

平成17年5月27日

平成17年5月27日

平成17年5月27日

平成18年5月26日

平成18年5月30日

平成18年5月26日

平成18年5月30日

平成19年5月30日

平成19年5月30日

平成19年5月24日

平成19年5月31日

平成19年9月21日

平成20年5月20日

平成20年5月27日

平成20年5月29日

平成20年5月29日

平成20年9月26日

平成20年9月26日

平成21年5月20日

平成21年5月28日

平成21年5月28日

平成21年5月26日

建

設

改

良

費

等

の

財

源

に

充

て

る

た

め

の

企

業

債

種
類

発 行 年 月 日 発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
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償還期間
左のうち
据置期間

借 入 先

円 ％

令和15年9月25日 30年 5年 財政融資資金

令和13年9月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和14年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和16年3月25日 30年 5年 財政融資資金

令和14年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和16年3月25日 30年 5年 財政融資資金

令和15年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和15年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和17年3月25日 30年 5年 財政融資資金

令和15年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和17年3月25日 30年 5年 財政融資資金

令和18年3月25日 30年 5年 財政融資資金

令和16年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和18年3月25日 30年 5年 財政融資資金

令和16年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和17年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和17年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和19年3月25日 30年 5年 財政融資資金

令和4年3月31日 15年 3年 千葉銀行

令和17年9月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和5年3月31日 15年 3年 千葉銀行

令和20年3月25日 30年 5年 財政融資資金

令和18年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和18年3月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和18年9月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和18年9月20日 28年 5年 公営企業金融公庫

令和6年3月29日 15年 3年 千葉銀行

令和19年3月20日 28年 5年 地方公共団体金融機構

令和19年3月20日 28年 5年 地方公共団体金融機構

令和21年3月25日 30年 5年 財政融資資金

発 行 価 額 利 率 償 還 終 期
備 考
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当 年 度
償 還 高

償 還 高
累 計

円 円 円 円

平成22年5月25日

平成22年5月28日

平成22年5月28日

平成22年5月26日

平成23年5月20日

平成23年5月30日

平成23年5月30日

平成23年10月6日

平成24年5月25日

平成24年5月30日

平成24年5月25日

平成25年1月29日

平成25年5月30日

平成25年5月24日

平成25年11月28日

平成26年5月23日

平成26年5月29日

平成27年3月26日

平成27年5月22日

平成27年5月28日

平成28年3月24日

平成28年5月20日

平成28年5月26日

平成29年3月23日

平成29年5月25日

平成29年5月25日

平成30年3月26日

平成30年3月26日

平成30年5月25日

平成30年5月25日

建

設

改

良

費

等

の

財

源

に

充

て

る

た

め

の

企

業

債

償 還 高
未 償 還 残 高発 行 総 額

種
類

発 行 年 月 日
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償還期間
左のうち
据置期間

借 入 先

円 ％

令和7年6月2日 15年 3年 京葉銀行

令和22年3月20日 30年 5年 地方公共団体金融機構

令和22年3月20日 30年 5年 地方公共団体金融機構

令和22年3月25日 30年 5年 財政融資資金

令和8年3月31日 15年 3年 千葉銀行

令和23年3月20日 30年 5年 地方公共団体金融機構

令和23年3月20日 30年 5年 地方公共団体金融機構

令和23年9月20日 30年 5年 地方公共団体金融機構

令和24年3月31日 30年 5年 千葉銀行

令和24年3月20日 30年 5年 地方公共団体金融機構

令和9年5月31日 15年 3年 京葉銀行

令和24年9月20日 30年 5年 地方公共団体金融機構

令和25年3月20日 30年 5年 地方公共団体金融機構

令和10年5月31日 15年 3年 京葉銀行

令和25年9月20日 30年 5年 地方公共団体金融機構

令和11年5月31日 15年 2年 京葉銀行

令和16年3月20日 20年 3年 地方公共団体金融機構

令和12年3月20日 15年 2年 地方公共団体金融機構

令和12年3月29日 15年 2年 千葉銀行

令和17年3月20日 20年 3年 地方公共団体金融機構

令和8年3月20日 10年 2年 地方公共団体金融機構

令和13年3月31日 15年 2年 信金中央金庫

令和18年3月20日 20年 3年 地方公共団体金融機構

令和14年3月20日 15年 2年 地方公共団体金融機構

令和14年5月31日 15年 2年 京葉銀行

令和19年3月20日 20年 3年 地方公共団体金融機構

令和15年3月1日 15年 2年 財政融資資金

令和15年3月20日 15年 2年 地方公共団体金融機構

令和15年3月31日 15年 2年 信金中央金庫

令和10年5月31日 10年 2年 京葉銀行

発 行 価 額 利 率 償 還 終 期
備 考
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当 年 度
償 還 高

償 還 高
累 計

円 円 円 円

平成30年5月24日

平成31年3月28日

令和1年5月27日

令和1年5月27日

令和2年3月26日

令和2年3月26日

令和2年3月26日

令和3年2月26日

令和3年3月25日

令和3年5月25日

令和4年3月24日

令和4年3月24日

令和4年3月24日

令和4年3月30日

平成19年5月31日

平成29年5月25日

平成30年5月25日

令和1年5月27日

令和2年3月26日

令和2年5月26日

令和2年5月26日

令和3年3月26日

建

設

改

良

費

等

の

財

源

に

充

て

る

た

め

の

企

業

債

小　計

そ

の

他

の

企

業

債

小　計

合　計

種
類

発 行 年 月 日 発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
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償還期間
左のうち
据置期間

借 入 先

円 ％

令和20年3月20日 20年 3年 地方公共団体金融機構

令和16年3月20日 15年 2年 地方公共団体金融機構

令和21年3月20日 20年 3年 地方公共団体金融機構

令和16年5月31日 15年 2年 京葉銀行

令和22年3月20日 20年 3年 地方公共団体金融機構

令和22年3月20日 20年 3年 地方公共団体金融機構

令和16年11月30日 15年 2年 京葉銀行

令和17年11月30日 15年 2年 京葉銀行

令和23年3月20日 20年 3年 地方公共団体金融機構

令和13年3月20日 10年 2年 地方公共団体金融機構

令和14年3月20日 10年 2年 地方公共団体金融機構

令和24年3月20日 20年 3年 地方公共団体金融機構

令和19年3月20日 15年 2年 地方公共団体金融機構

令和9年3月20日 5年 1年 地方公共団体金融機構

令和4年3月31日 15年 3年 千葉銀行

令和9年3月31日 10年 2年 千葉興業銀行

令和10年5月31日 10年 2年 京葉銀行

令和11年5月31日 10年 2年 京葉銀行

令和7年3月31日 5年 1年 とうかつ中央農業協同組合

令和7年3月31日 5年 1年 とうかつ中央農業協同組合

令和7年3月31日 5年 1年 とうかつ中央農業協同組合

令和8年3月31日 5年 1年 とうかつ中央農業協同組合

発 行 価 額 利 率 償 還 終 期
備 考
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注 記

Ⅰ 重要な会計方針

令和２年度より、地方公営企業会計基準を適用して財務諸表を作成している。

１ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

２ 引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、簡便法により算出した当年度の末日における退職手当の要

支給額に相当する金額を計上している。

なお、公営企業会計適用時の差異（ 千円）については、令和２年度から１０年間にわたり

均等額を費用処理している。

（２）賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負

担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

（３）法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基

づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

（４）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

３ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ 貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの

も含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 千円である。

２ 令和３年度鎌ケ谷市下水道事業貸借対照表への未計上資産の追加

令和２年度開始貸借対照表で計上すべき土地及び地上権が未計上であったため、令和３年度鎌ケ谷

市下水道事業貸借対照表において下記のとおり追加する。

・土地 円

・地上権 円
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